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■研究論文

サプライチェーンヘのマテリアルフロー
コスト会計導人の意義と課題
The Significance for Introduction of MFCA into the Supply Chain 

神戸大学國部克彦＊

Kobe University Katsuhiko KOKUBU 

Abstract: Introducing material flow cost accounting (MFCA) into the supply chain is a very important issue 

to promote environmental conservation by companies. However, it is very difficult to conduct this because the 

differences of companies may disturb to introduce such a tool within the supply chain. This paper examines the 

significance and issues for introducing MFCA into the supply chain based on the results from METJ's project on 

enhancing resource efficiency in the supply chain. Finally, some proposals for future development are presented. 

Keywords: material .flow cost accounting, supply chain, MET! (Ministry of Economy, Trade and Industry), 

resource efficiency 

1. はじめに

マテリアルフローコスト会計 (MaterialFlow 

Cost Accounting: 以下 MFCA) は，マテリアル

のフローを金額と重量で測定する手法で，製品の

みならず，廃棄物のコストも正確に測定すること

によって，企業経営者に廃棄物の削減を動機づけ，

資源生産性の向上に資する手段である. MFCA 

は環境管理会計の有力手法として国際的に注Hさ

れ， 2011年には IS014051(MFCA)が発行予定

であり， 日本でも 2000年から経済産業省を中心

に技術開発と普及促進が進められ，大きな成果を

上げている（中鴬・巖部，2008;獣部，2011参照）．

MFCAは，他の環境管理会計の手法と同様に，

ー企業内での適用を前提として，手法の開発と普
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及活動が実施され，多くの有効な事例が蓄積され

てきた（園部，2008参照）． しかし， MFCAを原

理的に考えれば，その適用範囲は一企業内にとど

まるものではなく，資源の採取から製品の廃棄ま

でのサプライチェーン全体に適用可能なものであ

る．むしろ， MFCAの適用範囲を大きくした方

が，資源生産性の向上に資する機会は大きくなる

ので，ー企業からサプライチェーンヘの適用範囲

の拡充が奨励されることになる．

しかし，企業の範囲を超えた MFCAの導人は，

環境面では支持されるとしても，マネジメントの

側面からは克服されるべき課題が多い．組織間マ

ネジメントやサプライチェーンマネジメントは経

営管理の中心的なテーマであり，様々な実践や研

究が進んでいるが，これらは経済的な効率性の観

点から進められており，環境の面からの考察はほ

とんど進められていないのが現状である．「グリー

ンサプライチェーン」という言葉が使用される場
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合もあるが，これはサプライヤーに特定の有害物

質の使用禁止を求めるようなコンプライアンス的

な意味合いが強い．

このような状況の下で，経済産業省産業技術

環境局リサイクル推進課は， 2008年度から 3年

プロジェクトとして，「サプライチェーン省資源

化連携促進事業」を実施した．このプロジェク

トは， 2社以上からなるサプライチェーンに対し

て，企業が協力して省資源化に努める活動を促進

することを目的として実施されたもので，そこで

はMFCAをサプライチェーンに導入して，省資

源化を目指す活動が実施された．筆者は，同事業

の「診断事業評価委員会」委員長として，この

プロジェクトについて中心的にかかわってきた．

本稿では，そこから得られた成果をもとにして，

MFCAをサプライチェーンヘ導入することの意

義とそれを実現するための課題の克服方法を検討

することにしたい．

2. サプライチェーンヘの MFCAの導入の意義

これまで一企業へのMFCAの導入については，

多くの研究が蓄積され，その様々な効果が示され

てきたが，サプライチェーンヘの導入に関しては，

限られた事例と研究しか存在しなかった（東田，

2010参照）．しかし，前述のように MFCAはサ

プライチェーンヘ導入した方が，ー企業へ導入し

た場合よりも，効果の範囲が大きくなるので，サ

プライチェーンヘの拡張を目指した実務と研究の

蓄積が求められている．

MFCA導入による効果の範囲の拡張について

は，経済産業省 (2011a) では，図 lのような図

を使って，その効果を説明している．これは，イ

メージを表した図であるが，ー企業では資源ロス

は少なくても，サプライチェーン全体では相当程

度のロスが出ていることを示している．

特に，最終セットメーカーでは，通常は部品を

組み立てるだけなので，材料ロスはほとんど発生

しないとみる傾向があるが，実はその材料や部品

を製造するために多大なロスが発生しているので

ある．しかも，サプライチェーンで生じている資
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出所：経済産業省(2011a)6頁

サプライチェーンにおけるマテリアルロスの推移

源ロスは，最終セットメーカーの製品仕様書に起

因する場合が多く，セットメーカーはサプライ

チェーン全体でのロスの量に対して大きな影響力

を持っている．したがって，ー企業の範囲内での

資源ロスの削減の可能性は限定されているので，

サプライチェーン単位での削減が目指されねばな

らない．

経済産業省 (2011b) では，サプライチェーン

におけるマテリアルロスの種類と削減の可能性に

ついて，図2のようなモデルを示して解説してい

る．図2は，サプライチェーンの川中企業である

B社を中心にして，そこで生じるマテリアルロス

を改善するために，川上である A社や川下であ

るC社がどのような対応をする必要があるかを

示している．この図で示されているものは，サプ

ライチェーンに起因するロスのすべてではない

が，その主要なものであり，購入材料の形状に起

因するロス，品質基準に起因するロス，製品の設

計方法に起因するロス，生産情報（発注ロットサ

イズ等）に起因するロスなどが示されている．以

下では，その中でも典型的なロスの発生原因につ

いて検討することにしよう．

購入材料の形状に起因するロスとは， たとえば
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出所：経済産業省(2011b)128頁
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図2 サプライチェーンにおけるロスの発生原因

金属板から材料を切り取る際に，最適な面積でな

いため端材や抜きカスが出てしまう場合を指す．

材料の購入を規格品で行っている場合は，このよ

うなロスは管理不能なロスと考えられてきたが，

材料メーカーと交渉することで改善できる事例も

少なくない．これは，川上企業とのサプライチェー

ンで改善可能性が高まる代表的なロスの事例であ

る．

また，製造プロセスで生じるロスの大きな部分

を占めるものが，品質基準を満たさないことによ

るロスである．バイヤーからは常に厳しい品質基

準が要求され，それが満たせないことによる仕損

品の減少はどのメーカーも最大限の努力を払って

いる事項である．しかし，その品質基準そのもの

の妥当性については，サプライヤーとバイヤー間

で十分な協議がなされてない場合も少なくなく，

機能的には全く問題のないロスを大量に発生させ

ている場合も多く存在する．たとえば，最終消費

者の目につかない製品内部の機能には関係のない

キズでも品質基準を満たさないような品質仕様の

場合は，実質的な基準から見直すことによって，

大きなロスを削減することができる．サプライ

チェーンにおいては，バイヤーとサプライヤーで

は経済的な力関係が異なるため，バイヤーによる

品質要求はどうしても過剰になりやすい傾向があ

る．過剰な品質要求は，過剰な資源の消費に結び

つくことが多く，過剰品質の問題は，品質劣化を

起こさない範囲で，環境問題の視点から再検討す

べき重要な課題でもある．

製品の設計方法に起因するロスとは，通常は，

川下企業であるセットメーカーの製品仕様が，川

中企業の製造プロセスを考慮せずに作られている

場合に生じるロスである．部品メーカーの技術者

とセットメーカーの技術者が密接なコミュニケー

ションをとって製品設計を行っていれば簡単に回

避できるようなことであっても，両者の間に断絶

があれば，セットメーカーの技術者には部品製造

の方法が細部まで理解できないため，資源を過剰

に消費したり，環境に負荷のかかる製法を要求し

てしまうことが生じる．このことを解決するため

には，サプライチェーン間での技術者同士のコ

ミュニケーションが必要となるが，後述するよう

に現在のサプライチェーンマネジメントにおいて

は，このようなコミュニケーションをとることは

容易ではない．

以上の例は，製造方法に起因するロスであるが，

生産管理，購買管理上の生産情報の問題によって，

サプライチェーンで生じるロスもある．多くの企

業は，最低発注ロット数などを決めている場合が

あるが，それに満たない少量の注文が発生した

場合，最低ロット数で発注することによって，サ

プライチェーン全体で在庫を増加させてしまう事

例が，経済産業省 (2011c)でも報告されている．

このような問題は，サプライチェーン間の細やか

な生産・ 購買情報の共有によってある程度までは

解決できる問題である．

サプライチェーンでマテリアルロスを削減する

ことの意義と，その代表的なロスの内容を見てき

たが，このような問題はその製造工程が一企業の

中で完結していれば，比較的簡単に対処できるこ

とである． しかし，異なる企業間から構成されて

いるサプライチェーンの場合は，企業と企業の壁

に阻まれ，多くの資源の非効率的な利用が放置さ
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れることになる．次節では，この問題を克服する

ために MFCAをどのように活用することができ

るのかについて検討することにしたい．

3. MFCAの考え方とサプライチェーンヘの

適用

MFCAは，マテリアルのフローを重量と金額

で捕捉し，マテリアルのフローを金額評価する手

法である.MFCAでは，まず，原材料であるマ

テリアルのフローを重量ベースで追跡し，その重

量に対してマテリアルコストを計算するととも

に，加工費であるシステムコストやマテリアルコ

ストに含まれない共用のエネルギーコストを配賦

することによって，製品とマテリアルロスのコス

トを計算することになる．図 3は，マテリアルの

流れを重量ベースで追跡したマテリアルフロー分

析の事例であり， MFCAではこのマテリアルの

フローを金額評価することになる 1).

出所：経済産業省(201la)l3頁

図3 マテリアルフロー分析の例

図3では，計算のポイントとなる工程が2つで

あるが，この工程から出荷される製品が部品や材

料として，後工程の顧客企業の工程において使用

されるのであれば，マテリアルフローは当然継続

することになり，そこに MFCAを適用すればサ

プライチェーンでの MFCAということになる．

MFCAは原理的には，ー企業内であっても，サ

プライチェーンであっても，同様の考え方で適用

することができる．ただし，サプライチェーンに

おいては，企業の間に墜があるため情報共有が困

難という問題があるが，この問題を克服すれば，

MFCAのサプライチェーンでの適用は原理的に

は可能となる 2).

実際に，サプライチェーンヘMFCAを適用し

た事例を見てみよう．図 4は，平成 22年度の経

済産業省委託事業「サプライチェーン省資源化

連携促進事業」に参加した京写チームのサプライ

チェーンである 3).

I 加工蟷材（魔稟）

~I~ 三工I 不良品 （魔•> I 
I製造工程 1

出所：経済産業省(201lb)20頁

図4 京写のサプライチェーン

株式会社京写はプリント配線板の製造メーカー

で，材料メーカーから銅張積層板を購入し，それ

をエヌシー産業株式会社において穴開け加工を行

ぃ，それを山水エレクトロニクス株式会社でス

ルーホールめっきを行い，その後，京写において，

パターン形成→レジスト印刷→マーク印刷→外形

加工を行い，家電用両面プリント配線板として出

荷することになる．原材料は，京写が購入し，穴

開け加工とめっきを外注加工する形式のサプライ

チェーンである．

この製造プロセスに対して MFCAを適用した

ところ，サプライチェーン全体で図5のような結

果であることが明らかとなった．すなわち，良品
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出所：経済産業省(2011b)21頁

図5 MFCA計算結果（改善前）

である正の製品コストが66%で，マテリアルロ

スである負の製品コスト 4)が34%であった．

この計算によって，京写・京都工場長の中山恵

ー氏は，「MFCA手法による「負のコスト」を見

える化することで，マテリアルロスが想像以上に

大きいことを，驚きをもって認識することとなっ

た」（経済産業省，20llb,20頁）と述べている．そ

こで，サプライチェーンに参画している 3社で改

善方法を検討したところ，材料メーカーから購入

している積層版の定尺寸法を変更することで，パ

ネル取り数が改善され，廃棄物量は約5分の 1に

大幅削減されることが分かった．このことによっ

て，京写だけでなく，他の 2社の生産性向上にも

寄与することが明らかとなり，サプライチェーン

全体でウィン—ウィンとなる資源生産性向上が可

能となったのである．改善後の効果を MFCAで

シミュレーションしたところ図 6のようになり，

負の製品コストが34%から 25%まで削減される

と予測している．

このような結果を受けて，京写の中山工場長は

次のように述べている．

「プリント基板製造における材料取りの設計構

成は重要な要素であり，改善の余地は少ないとの

自負もあったが，今回の分析，活動により更なる
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改善後 MFCA計算結果概要（コスト比率）

投入コスト 正の製品コスト 負の製品コスト

(74.6%) (25.4%) 

出所：経済産業省(2011b)21頁

図6 MFCA計算結果（改善後）

改善が可能となった．サプライチェーン各社にお

ける相互関係も改めて構築することができ，今後

の事業活動に向け，更なる展開を図りたい．」（経

済産業省，20llb,20頁）

中山工場長の発言から分かることは，これまで

の改善活動は購入材料の定尺寸法が前提となって

おり， MFCAを導入するまではそれを変更する

ことを考慮していなかったことを示している．京

写では，この結果を踏まえて材料メーカーと交渉

して，基材の定尺寸法の変更に成功し，大幅なマ

テリアルロスの削減に成功し，外注加工を委託

されているメーカーもそれに伴う生産性向上のメ

リットを受けることになったのである．これは，

3社のサプライチェーンにおける MFCA分析の

結果を受け，さらに上流の材料メーカーを巻き込

んでの改善事例であり，サプライチェーンヘの

MFCA適用事例の典型的な成功事例の一つであ

る．なお，京写チームは，この実績によって，同

事業の「診断事業評価委員会」から，「グリーン

サプライチェーン賞」を受賞している．

このように MFCAをサプライチェーンヘ適用

することは，ー企業の範囲を超えて改善の機会を

求めることを可能にするため，従来の一企業に適

用していた MFCAよりも大きな改善可能性を持
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つことになる．しかし，そのような効果が実現す

るためには，異なる企業間であるために克服しな

ければならない課題も多い．このことを次節以下

で検討していこう．

4. サプライチェーンでの省資源化活動促進

の課題

サプライチェーンヘの MFCAの導人は，理論

的にはマテリアルロスを発生させている原因をよ

り幅広く捉えることができるため， MFCA適用

による改善効果が大きくなることが期待される．

前節で示した事例は，サプライチェーン単位でな

いと解決できない課題にうまく対処して，大きな

効果をあげたものである．しかし，異なる企業間

ヘMFCAを適用して改善活動を行う場合には，

ー企業では遭遇しない多くの課題が存在する．そ

のような課題のほとんどは，サプライチェーンに

おける企業と企業の関係が経済的な購買関係で結

びつけられていることから生じている．

最終消費者に至るまでのサプライチェーンは，

材料や部品の企業間での売買から構成されている

が，この関係はビジネス上は，技術面でのつなが

りではなく，サプライヤーの営業とバイヤーの購

買との関係が基本となる．さらに，その間に商社

が介在するケースでは，メーカー同士の直接的な

交流がなくなってしまう場合もある．つまり，サ

プライチェーンにおける各企業は個別の独立した

経済主体であり，双方の製造や技術部門が相互に

協力して環境負荷を削減しようという活動を起こ

しにくいどころか，そのためのコミュニケーショ

ンを行う機会すら一般には限定される仕組みに

なっている．さらに，この傾向に追い打ちをかけ

ているのが， 1円でも安い資材を求めて，集中購

買管理を行う企業が増えてきていることである．

このような場合は，バイヤーとサプライヤーの関

係はさらに希薄となり，経済的な条件次第で，サ

プライチェーンの構成はすぐに変更されることに

なる．

一方，自動車産業に典型的に見られるように，

最終セットメーカーを頂点にして，ピラミッド型

の堅牢なサプライチェーンが構築される場合もあ

る．重要な部品については，資本関係のある子会

社が製造し，そこに部品を納める企業も長期間の

取引関係を前提として，強固なサプライチェーン

が構築されることになる．このような場合には，

サプライチェーン間の技術協力も密接となる． し

かし，サプライチェーンの関係が長期的であるこ

とは，そこに馴れ合いが生じて非効率になる恐れ

があり，それに対してバイヤーからは非常に強い

原価低減要求がなされるのが常であり，そこでも

環境負荷削減という思考が人り込む余地は限定さ

れてしまう．

もちろん，サプライチェーンでの環境配慮とい

う動きもあるが，その多くは前述のように特定の

有害物質の使用禁止のようなコンプライアンス面

のものが多く，サプライヤーとバイヤーが協力し

て環境負荷の低減に努力するようなスキームはま

だ十分に普及していない．なお，材料や部品の輸

送面での改善は，通い箱のように環境負荷の低減

とコスト削減を目指す場合もあるが，これはもと

もとはバイヤーにおける廃棄物削減要求からくる

もので，製品製造プロセスそのものに踏み込んだ

取り組みではない．このように，サプライチェー

ン全体の事業プロセスを環境の視点から再検討す

ることは，いくら環境面からは有益であったとし

ても，構造的に難しい仕組みになっているのであ

る．

しかし，逆からみれば，既存のサプライチェー

ンが経済関係を最優先にして構築されているた

め， MFCAを導入して，省資源化を実施しよう

とすると，これまで見過ごされていた解決策を比

較的容易に発見することができ，多くの改善機

会を見つけることができるのである（経済産業

省，2011c参照）．また，環境面からいえば，ー企

業で環境負価を削減しても，そこで削減された負

荷がサプライチェーンのどこかで増加していれ

ば，地球規模でみれば相殺されてしまうので，サ

プライチェーン単位で環境負荷の削減や資源の有

効利用を追求することが望ましく，この方向性を

社会的に促進する必要がある．
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MFCAは単なる環境改善のツールではなく，

省資源化を通じて，材料費，エネルギー費，廃棄

物処理費等の削減を H指しており，経済日標と環

境H標の 2つをもつので，その意味では環境保全

目的だけのツールに比べてサプライチェーンに適

用しやすい側面を持つ． しかし，それでもサプラ

イチェーンであえて MFCAを導入して，省資源

化に取り組むためには，通常のサプライチェーン

が経済関係で構築されているため，それを促進す

るための社会経済的な制度設計も同時に考えなけ

れば，一般にはなかなか普及しにくいと考えられ

る．

経済産業省のサプライチェーン省資源化連携事

業は，一定の効果を挙げたと評価できるが，これ

は経済産業省の支援があったから実施できたこと

で，企業が自主的に推進していくためには，より

一般的な政策的支援が必要となる．最後にこの間

題を考えることにしたい．

5. サプライチェーンでの MFCAによる省資

源化活動を促進するための政策

サプライチェーンは，経済関係を第一として結

びつけられているため，環境の要素が入り込む余

地は制約条件として以外では難しいことを前節で

説明した. MFCAのように，環境と経済を両立

するための手法であっても，そのためにかける労

力と見合うかどうかが重要となり，現在の経済条

件を軸にする企業間関係のもとでは， MFCA導

入が自発的に進むとは考えにくい．

しかし，省資源化や環境負荷を低減するため

には，サプライチェーン単位でなければ実効性

が担保されないので，環境保全活動もサプライ

チェーン指向の試みが現れている．たとえば，

IS014067として議論されているカーボンフット

プリントや，世界経済人協議会 (WBCSD) と棋

界資源研究所 (WRI)が推進する GHGプロトコ

ルのスコープ3などは，それぞれ製品単位もしく

は組織単位のサプライチェーンを対象とした温室

効果ガス排出量の測定を対象としており，環境マ

ネジメントの領域でもサプライチェーンの重要性

が強調される傾向にある．

MFCAをサプライチェーンに導入して，省資

源化を目指す企業を増やすためには，そのメリッ

トが導入企業になくてはならない．経済産業省の

「サプライチェーン省資源化連携促進事業」では，

川上の素材メーカーと，川下の最終セットメー

カーに挟まれた，中堅・中小規模の企業からなる

サプライチェーンがその多くを占めたが（前述の

京写もその例のひとつ），本来的には川下の最終

セットメーカーがサプライチェーンヘの MFCA

導入を率先することが最も効果が高い．

そのためには，サプライチェーンヘMFCAを

導人することによるコスト低減効果を強調するだ

けでは十分ではない．なぜなら，最終セットメー

カーはこれまでも VE/VA活動を通じてサプラ

イヤーに対して原価低減を強く求めており，その

一環としてしか理解されないと思われるからであ

る．当然のことながら，セットメーカーによる原

価低減活動は，環境負荷削減と関係するとは限ら

ない．また，集中購買などのサプライチェーンマ

ネジメントを実施する企業では，低価格の材料・

部品を提供する企業を求めて，安定的なサプライ

チェーン関係を築くことができず，そもそもサプ

ライチェーンに MFCAを導入しようという発想

すら持てないかもしれない．

このような状況を打開するためには，環境に配

慮したサプライチェーンを定義し，可能ならその

効果を測定して，そのようなサプライチェーンを

社会的に評価するような仕組みが必要になる．た

とえば， MFCAをサプライチェーンに導人すれ

ば，マテリアルのインプットとアウトプットの比

率を算定することができるようになる．これらの

指標をもとに資源生産性指標の向上を目指すサプ

ライチェーンを「省資源化サプライチェーン」な

どの名称を付けて奨励することが考えられる．

このような活動を政府が率先して行うのであれ

ば，「省資源化サプライチェーン」企業群に対して，

何らかの認定制度を作って評価したり，補助金等

の財政的支援の対象とするなどの政策が考えられ

よう．このような評価が，環境に関心のあるグリー
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ンコンシューマーの関心を引けば，企業の競争力

強化にもつながるはずであるし，それを誘引する

ような情報開示制度を構築することも必要となろ

う．

また，サプライチェーンを構成する多くの企業

が中堅・中小規模であり，それらの企業が中国を

はじめとするアジア企業と過酷な競争にさらされ

ている日本の現状を考えれば，「省資源化サプラ

イチェーン」の一つと認定されることで， H本の

中堅・中小企業の経党基盤が安定し，環境負荷の

低減にも資するような政策的な支援が必要となる

であろう．さらに，このようなサプライチェーン

のアジアヘの「輸出」が日本が進めるべき世界貢

献の可能性といえよう．

6. むすび

本稿では，サプライチェーンヘMFCAを導人

する意義と課題について，経済産業省の「サプラ

イチェーン省資源化連携促進事業」での成果をも

とに検討してきた．その結果， MFCAをサプラ

イチェーンヘ導入することによって，ー企業では

解決できなかった課題に対処することができるよ

うになるため，その効果は大きいことが示された．

しかしながら，サプライチェーンにおける企業間

関係は経済的な条件で結び付けられており，省資

源化や環境負荷低減目的でサプライチェーンの構

成企業が協力し合うことは難しいことも明らかに

された．この課題を克服するためには，企業の努

力だけではなく，政府機関による政策的支援が重

要であり，その方向性の一部を指摘した．

環境保全が一企業単位では限界があり，サプラ

イチェーン単位での対応が重視されているのは世

界的傾向である．本稿は，そのための MFCAと

いう手法が果たしうる可能性と社会的基盤づくり

の方向性を示唆するものである．

付記：本稿は，独立行政法人日本学術振典会「アジア研究

教育拠点事業」『東アジアにおけるモノづくりと環境のマ

ネジメント』，および環境省環境研究総合推進費 (E-1106)

の成果の一部である．

注

1) MFCAにおけるコスト計算については，中蔦．薗部

(2008)および國部 (20ll) を参照されたい．

2) サプライチェーンにおいて MFCAを適用する場合の

企業間の情報共有については物最情報のみの共有か

らコスト情報の共有まで様々なレベルがあるが（経

済産業省 .20lla), コスト情報までを共有しなければ

MFCAを実施できないわけではなく，企業間では物贔

情報のみを共有し，個別企業でコスト情報を含む分析

を行うこともでき，実際にはこの方法が合理的である．

3)筆者は， 20ll年2月23日に点写およびエヌシー産業

に対して工場見学とインタビューを行っているが，本

稿で利用する情報は経済産業省からの公表情報のみに

依拠している．

4) 「負の製品」とは，廃棄物となるマテリアルロスのこと

で， MFCAでは廃棄物も製品と同じようにコスト計算

する（材料費と加工費を計算する）ことから，このよ

うな呼称が使用されている．
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